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Ｄ滑走路建設工事における航空安全対策について 

～空港運用下における高さ制限と２４時間海上建設工事～ 

 

JV工事管理グループ 加藤 一志 

 鹿毛 量○ 

キーワード：工事安全対策実施要綱、ＡＩＰ/ノータム、航空制限への/からの抵触/離脱、位置管理システム、

工事情報の周知・連絡体制、電波障害、大型船曳航、類似灯火 

1. はじめに 
東京国際空港D滑走路建設外工事（以下、本工事）における新滑走路島部及び連絡誘導路部、それらの工

事に必要な工事区域は、図 1-1 に示すとおり現羽田空港の水平表面、円錐表面、A滑走路及び C滑走路の転

移表面、進入表面、離陸無障害物表面（離陸 OCS）等の現航空制限下の海域に位置し、羽田空港が運用され

る中での昼夜作業となる。 

本工事には、地盤改良船（TP.+60～80m）、杭打船（TP.+122m）、起重機船（TP.+131m）などの大型作業船

をはじめ、多くの作業船・機械が必要となるが、その高さと作業位置の関係においては航空制限に抵触もし

くは近接するため、施工時における空港運用に対する安全対策が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤改良船（TP.+60～80m）約13隻  杭打船（最大TP.+122m）約8隻 起重機船（最大TP.+131m）約3隻 

 

 

図 1-1 羽田空港航空制限図

 



 

 4-2

2. 施工条件 
本工事では、航空制限下での作業においては作業機械高等に注意すること、海上起重機作業等においては、

空港の運用に支障がないように水平表面・進入表面・転移表面及び円錐表面に関する提示条件を遵守するこ

と、施工機械においては、運用中の航空保安無線施設及び航路標識施設への電波障害による支障がないよう

に機材を配置することなどが求められる。 

本工事における航空安全対策に関連する施工条件について以下に記載する。 

 

2-1 適用される法律、規則等 
2-1-1 適用する法律、規則 
本工事の実施にあっては、｢航空法｣及び「同施行規則」を厳守する。また、制限区域内の工事実施

と工事に伴う制限区域内立入作業は、「制限区域内工事実施規定」を遵守する。 

 

2-1-2 法律等に基づく実施要領等 
航空障害灯／昼間障害標識の設置等に関する解説・実施要領 

 

2-2 羽田空港C滑走路の夜間（20:45～07:45）運用制限について 
羽田空港のC滑走路は、南北への離発着が可能な滑走路であり、また、より視界が悪くても着陸が可能な

CAT－Ⅱと呼ばれる計器進入方式にも対応した重要な滑走路である。しかしながら、本工事は図 2-1 に示す

ような航空制限に抵触する高頭作業船舶・機械の使用が必須であることから、施工期間中、羽田空港のC滑

走路が毎日夜間20：45～翌07：45の間、北向き（D滑走路予定地とは逆側）への離陸のみに制限され、その

時間帯に本工事のC滑走路航空制限に抵触する高頭船舶・機械による作業が認められている。 

航空機運用に伴う主な施工条件の整理を図 2-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 航空制限に抵触する作業例 
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図 2-2 航空機運用に伴う主な施工条件の整理 
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3. 空港関係者への工事区域、工事エリア及びエリア別作業船・機械の高さ・数等の周知について（AIP 

Supplement発行手続き） 

本工事では、工事区域を工程の進捗に伴い5段階に分けて施工を行う。各施工段階において、作業内容と

航空制限等の関係から工事エリアを設定し、各エリア内における作業船･機械の高さ、数などについて事前に

国土交通省東京航空局に提出し、制限表面、OCS との離隔、電波障害を含め、航空機の運航に影響があるか

の確認を受けている。その後国土交通省航空局から AIP* Supplement を発行して頂き、本工事の各施工段階

における情報について、羽田空港を利用する全世界の空港関係者に発信、周知して頂いている。 

AIP Supplement発行までのフローを図 3-1に示し、実際に発行されているAIP Supplement（抜粋）を図 3-2

に示す。 

*AIP：AIP（Aeronautical Information Publication：航空路誌）航空法第99条の規定により国土交通大

臣が航空機乗組員に対し提供する航空機の運航のために必要な情報であり、航空路誌（AIP）、航空路誌改訂

版（AIP Amendment）、航空路誌補足版（AIP Supplement）、ノータム（NOTAM）及び航空情報サーキューラー

（AIC）がある。航空情報の発行は、関係機関からの資料の提出により航空局で行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 AIP Supplement発行までのフロー 

各施工段階におけるエリア別作

業船・機械の高さ、数等に関す

る資料の作成 

JV 

国土交通省東京航空局運用課 

国土交通省航空局技術部運航課

AIP Supplement発行※ 

周知期間 

AIP Supplement情報有効 

発行日の約 30 日前まで

に通報締切 

発行日の約 40 日前まで

に通報締切 

最新の工事情報は、AIP 

Supplement 発行後 28 日

または 56 日間経過後に

有効となる方式に合わせ

て提出する。 

各施工段階開始の約 4 ヶ

月前から資料作成をスタ

ートさせる。 

AIP 手続き資料提出前に

は、JV、国土交通省東京

航空局東京空港事務所、

関東地方整備局東京空港

整備事務所の 3 者間で調

整を行っている。 

国土交通省関東地方整備局 

東京空港整備事務所 

国土交通省東京航空局 

東京空港事務所 

※2007年 7月からは、航

空情報の発行が国土交通

省航空局保安部運用課

「航空情報センター」に

移行されている。 
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図 3-2 AIP Supplement情報（本工事関係抜粋） 
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4. 施工時における空港運用に対する工事安全対策実施について 
4-1 工事安全対策実施要綱策定及びその目的と基本方針などについて 
(1) 「施工時における空港運用に対する工事安全対策実施要綱」策定について 
本工事の空港運用に対する具体的な安全対策や日々の作業内容（作業船舶・機械の位置、高さ、移動

経路など）の周知、連絡体制の構築にあたっては、羽田空港の運航管理や航空機に対する管制、滑走路

などの基本施設や航空保安施設の維持管理を担当する国土交通省東京航空局東京空港事務所（以下、東

京空港事務所）の協力が必要となる。従って、東京空港事務所、及び、発注者である国土交通省関東地

方整備局東京空港整備事務所（以下、東京空港整備事務所）、JV、の3者（以下、3者）にて本工事の着

手前に具体的な安全対策や日々の作業内容の周知方法、連絡体制について協議を行い、その結果を「施

工時における空港運用に対する工事安全対策実施要綱」（以下、工事安全対策実施要綱）に取り纏めた。 

 

(2) 工事安全対策実施要綱の目的、及び、基本方針について 
工事安全対策実施要綱は、本工事期間中の羽田空港の施設運用、滑走路運用、航空機の離発着に対す

る安全を確保すべく、工事で使用する船舶・機械の安全対策を定め、それを実施できる体制を構築する

ことを目的としている。 

実施にあたっては､JV は空港管理者及び東京空港整備事務所と各種情報の収集及び提供を一元的に

24時間行う体制を構築するとともに、必要となる安全対策を実施することを基本方針としている。 

JVはこの要綱に基づき施工時における空港運用に対する安全対策を実施している。 

 

(3) 「羽田再拡張整備工事工程･運用制限等連絡調整会議」（以下、調整会議）の設置について 
工事期間中、適宜3者で構成される調整会議を継続して開催し、基本的な情報管理の内容、工事内容、

航空機の安全運行に必要な情報の収集と、提供、連絡および、諸問題の検討等の調整を行い、必要に応

じて安全対策等の見直しを行うこととしている。 

 

4-2 施工時における空港運用に対する安全管理体制について 
4-2-1 施工時における空港運用に対する安全管理の基本方針 
本工事を施工するにあたり、羽田空港の運用、航空機の離発着の安全を確保すべく、「本工事に係わる全

ての作業船及び機械を統括して管理できる体制とすること。」、「管理方法および手段は、統括してかつリアル

タイムに行えることを基本にして、使用する施工機械や作業方法に応じて適切に設定すること。」、「関係機関、

関係事業者～ＪＶ～工事関係者の情報の伝達、指示を迅速かつスムーズに行える体制を確立すること。」を工

事安全対策の基本方針として定め、安全管理体制を構築している。 

 

4-2-2 施工時における空港運用に対する安全管理体制 
本工事における安全管理体制を図4-1に示す。 

航空安全統括管理責任者は管理体制が全体・組織としてうまく回っているかを統括管理し、その基で施工

中は 24 時間使用する船舶・機械を一元管理できる管理体制を敷いている。具体的には航空安全情報管理者

（正・副）が24時間常駐し、施工単位である各工区の船舶機械管理者に対して情報の収集、周知、船舶・機

械の動静把握・指示事項の伝達等を行う。各工区の船舶機械管理者はこれを受け、各工区配下の作業船・機

械管理者に降ろしていく体制となっている。 

また、C滑走路の運用制限中に航空制限に抵触して高頭作業を行う場合は、高頭作業船・機械が運用制限

解除までに確実に航空制限抵触状況から離脱したことを確認するため、各工区に工区作業船･機械監視者を配

置している。 
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図 4-1 空港運用に対する安全管理体制 

　　
　
　

　
　

羽田再拡張D滑走路JV
航空安全情報管理者（正・副）

東京空港事務所東京空港整備事務所

情報提供
移動指示 状況報告

連絡・調整連絡・調整

　　　　　　　　・情報収集・管理業務
　　　　　　　　・情報提供・周知業務
　　　　　　　　・船舶・機械等の動静把握・指示業務
　　　　　　　　・付帯業務等

報告報告

桟橋（１～２）・接続部・連絡誘導路工区
船舶機械管理者

情報提供
移動指示 状況報告

　　・情報収集業務
　　・情報提供・周知業務
　　・船舶・機械等の動静把握業務
　　・工事用船舶・機械の管理業務
　　・工事関係者への安全教育・指導業務
　　・付帯業務等

埋立（１～４）工区
船舶機械管理者

　　・情報収集業務
　　・情報提供・周知業務
　　・船舶・機械等の動静把握業務
　　・工事用船舶・機械の管理業務
　　・工事関係者への安全教育・指導業務
　　・付帯業務等

作業船・機械管理者

情報提供
移動指示 状況報告

連絡・調整

連絡

調整

作業船・機械管理者

航空安全統括管理責任者

工区作業船・機械監視者

各作業船・機械の監視
移動支援

各作業船・機械の監視
移動支援

工区作業船・機械監視者
連絡・調整

最
終
離
脱
完
了
報
告

最
終
離
脱
完
了
報
告

連絡

調整
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4-3 工事用船舶・機械の安全対策 
4-2で説明した安全管理体制の基、実際に使用する工事用船舶・機械の具体的な安全対策についても同様

に基本方針を「工事用船舶機械はその操船性及び位置管理方法を考慮し、管理ラインを定め、制限表面（OCS

も含む）に抵触することのないよう安全に管理する。」と定めている。 

この基本方針に則り、図 4-2に示すとおり制限表面（OCSも含む）に対する離隔確保の為の管理ラインの

考え方を示し、どの程度不可侵ラインに接近するのかに応じて制限表面との離隔確保を管理する方法を定め、

各船舶・機械は管理を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 制限表面離隔確保の為の管理ラインの考え方 
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事事務務所所へへ通通知知  

作業船群 

GPS衛星群 

4-4 工事用船舶・機械の位置管理システム 
本工事は、Ａ滑走路ならびにＣ滑走路の航空制限下での施工となるため、工事用船舶が航空制限を侵すこ

とのない確実な施工管理が要求される。このため、ＧＰＳと無線LANまたは既存のパケット通信インフラを

利用し、工事用船舶の作業位置・最高点高さおよび制限表面高などの情報を、ＪＶ事務所などの遠隔地から

パソコンのモニタ上でリアルタイム監視が可能である情報化施工管理システムを利用している。位置管理シ

ステムのイメージを図 4-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 位置管理システム概念図 

本システムは、主に工事用船舶側のＧＰＳとＰＣならびに無線ＬＡＮなどの通信端末と、陸上側の無線Ｌ

ＡＮサーバー設備及びサーバーＰＣ、監視モニタで構成される。ＲＴＫ－ＧＰＳを使用した場合の精度は２

～３ｃｍ程度であり、ＪＶ事務所へのデータ転送頻度は１分程度、船側では1秒間隔で位置及び制限表面高

を把握することが可能である。図 4-4にＪＶ事務所側及び船舶側の監視状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＪＶ事務所側システム監視状況           船舶側システム監視状況 

図 4-4 位置管理システム監視状況 

リアルタイム表示 

・作業船位置 

・最高点高さ 

・制限表面高 

リアルタイム表示 

・作業船位置 

・最高点高さ 

・制限表面高 
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4-5 日々の工事情報の周知･連絡等について 
4-5-1 作業予定日報の提出 
JV の航空安全情報管理者は、東京空港事務所および東京空港整備事務所に、毎日の作業予定情報を日報

形式にて提出している。日報はC滑走路の運用制限時間帯に応じて、昼版・夜版に分けて提出する。昼版は

７：45～20：45 の作業を対象とし、夜版は 20：45～07：45 の作業としている。作業予定日報（昼版）は作

業予定前日の１７時までにメール（ＦＡＸ）にて提出する。作業予定日報（夜版）は作業予定当日の１２時

までにメール（ＦＡＸ）で提出している。 

尚、作業予定が変更になった場合は、作業予定日報の改訂版を都度作成し、速やかにメール（ＦＡＸ）に

て提出している。 

 

4-5-2 作業予定日報に記載する情報 
日報には作業船の施工位置および待機場所の位置情報（施工位置平面図に記載）を図で表現すると供に、

以下の工事予定情報を表に記載する。 

1) 作業予定工種および作業予定時間 

2) 作業船の種類、作業船番号および作業船名 

3) 作業の状況（作業中・待機中）および船舶高さ 

4) 抵触する表面の種類 

5) 作業船の管理工区のおよび作業船機械管理者の氏名・連絡先 

6) 作業船機械監視者の氏名および連絡先 

図 4-5に提出日報イメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 作業予定日報（夜版の例） 
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4-5-3 C滑走路の夜間（20:45～07:45）運用制限に係る連絡について 
(1) C滑走路運用制限に対する標準作業タイムスケジュール 
JV 航空安全情報管理者は、毎日 C 滑走路の運用制限が予定通りに開始されるかどうかについて事前

に羽田空港の運航情報官に状況確認を行い、20：45に抵触最終確認を行った上で各工区船舶機械管理者

へ周知を行い、抵触作業を開始する。 

また、JV航空安全情報管理者は、翌07：15に抵触作業を行っている全船が、07：30までに確実に抵

触作業から離脱可能かどうかの離脱状況報告を行い、07：45までに確実に抵触作業から離脱したことを

羽田空港の運航情報官に離脱完了報告を行う。基本的には 07：30 までに離脱できるような作業工程を

組むこととしており、15分間のバッファを取っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 早期全船離脱完了時のC滑走路運用制限解除の早期適用について 
本工事は厳しい航空制限の中作業を行いながらも、07：45 の C 滑走路運用制限解除から早い段階で

作業が終了し、早期に全船離脱を完了した際には、JV航空安全情報管理者は東京空港整備事務所に報告

を行い、東京空港整備事務所から東京空港事務所の運航情報官に 07：45 までの C 滑走路運用制限を解

除するためのノータム事項通報書（キャンセルノータム）を提出して頂いている。これにより可能な限

り早期に現羽田空港の全滑走路での運用が行えるよう3者で調整を行い、現羽田空港の安全な運用、航

空機の航行の利便性に尽力をしている。 

 

□写真：夜間抵触エリアでの作業      ⇒   明け方の抵触エリアからの離脱状況 
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4-5-4 大型船曳航時の連絡について 
JV航空安全情報管理者は、大型作業船舶が工事区域⇔基地港（避泊地）を航行する際は、その24時間前

までに図 4-6に示す大型船曳航予定表を東京空港事務所に提出し、一時的な障害情報として航空情報ノータ

ム（NOTAM）を発行して頂いている。実際の曳航時には、出発－クロスポイント通過－到着時にその報告を羽

田空港の運航情報官に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 大型船曳航予定表（例） 

 

4-6 類似灯火への対応について 
夜間仮設照明を用いる場合は航空機の誤進入等を防ぐため、航空機の進入方向に向けて滑走路灯や進入灯

の照明と類似した類似灯火とならないかどうか予め確認を受け、対応を行っている。 

□写真：航空機の進入方向に照射する照明を黄色にすることで対応した地盤改良船 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     黄色アクリル板設置状況                夜間照明状況 

 

5. おわりに 
JV としては今後も東京空港整備事務所、空港事務所の協力を得ながら、工事の安全に係る情報連絡等を

密に継続し、空港運用下での安全施工を徹底して無事に本工事を遂行させたい。 


